
 

東京熱供給株式会社 

 

第１ 監査の目的 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が出資等を行っている

団体に対して、団体の事業が出資等の目的に沿って適切に運営されているか、監査を実施する。 

 

第２ 監査の対象 

１ 監査対象団体及び局 

（１）監査対象団体 東京熱供給株式会社 

（２）監査対象局  環境局 

２ 実地監査場所 

（１）東京熱供給株式会社 

本社、光が丘支社、八潮支社 

（２）環境局 

３ 事業の概要 

（１）事業の概要 

東京熱供給株式会社（以下「会社」という。）は、都市排熱の有効利用等により、効率的で

安定した熱エネルギーの供給を図り、併せて大気汚染防止、エネルギーの節減など、安全で快

適な都市づくりに寄与するため、熱供給事業法（昭和４７年法律第８８号）に基づき、蒸気・

温水・冷水等の熱供給に関する事業を営むことを目的として、昭和５６年９月に設立された。 

会社は、昭和５８年４月から、光が丘団地地区及び品川八潮団地地区において清掃工場の排

熱を利用した温熱及び冷熱による熱供給事業を開始している。さらに、平成３年１０月に竹芝

地区、平成４年６月に八王子南大沢地区及び平成８年７月に東京国際フォーラム地区において、

熱供給事業を開始している。 

（２）都との関係 

都は、会社の資本金７億５，０００万円のうち、１億８，７５０万円（２５％）を出資して

いる。また、都は、会社に対し、住宅向け地域冷暖房効率向上支援資金として、平成２３年２

月に１億円（返済期限：平成３４年３月）、平成２４年２月に１４億円（返済期限：平成３５

年３月）の貸付けを行っている。 

４ 組織（平成２７．３．３１現在） 

会社は、本社を千代田区九段南四丁目８番に置き、役員９名（代表取締役社長１名（常勤）、

常務取締役１名（常勤）、取締役４名、監査役３名（うち常勤１））及び社員３６名で、２部２

支社３管理事務所をもって構成されている。 
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第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

１ 監査の範囲 

第３３期（平成２５．４．１～平成２６．３．３１）及び第３４期（平成２６．４．１～平

成２７．３．３１）の事業について実施した。 

２ 実地監査期間 

（１）環境局      平成２７年９月３０日及び同年１０月１９日 

（２）会  社      平成２７年１０月２日から同月１６日まで 

 

第４ 監査の結果 

１  経営に関する事項 

第３４期（平成２６年度）末現在、光が丘団地及び品川八潮団地の２団地地区を含む５地区に

おいて、約１万７千戸及び１０４施設に対し、熱供給事業を実施している。 

事業実績については、温熱で第３３期（平成２５年度）と比べ２．７％減の３９万ＧＪ（ギガ

ジュール）、冷熱では第３３期と比べ１０．２％減の１７万１千ＧＪをそれぞれ供給している。

販売金額は、３８億７，５１５万余円であり、第３３期と比べ１億１１５万余円（２．５％）減

少している。 

経営成績は、経常利益２，８２８万余円であり、法人税等を控除した当期純利益は１，８０３

万余円である。 

第３４期末における財政状態は、資産合計８８億５，７０６万余円、負債合計６９

億９，６５１万余円、純資産合計１８億６，０５４万余円となっている。 

経営環境について見ると、平成２３年３月の東日本大震災を契機に大きく落ち込んだ販売熱量

は、平成２４年、平成２５年と猛暑が続いたにもかかわらず、震災前の水準に戻る兆しはない。

平成２６年度についても、団地の住民減少に加え、気温の影響や業務系顧客の熱利用削減等によ

り、温熱、冷熱ともに販売量は減少している。一方で、減価償却費の増加及びガス料金の単価上

昇等による費用増大が響き、営業利益が大幅に落ち込んでいる。 

また、個別冷暖房の普及等により、地域冷暖房事業を取り巻く環境は、以前にも増して厳しく

なってきている。 

事業運営について見てみると、平成２３年度に着手した光が丘団地地区の再構築事業等により、

老朽化した設備から熱効率性の高い新設備への転換が進んでおり、平成２７年３月現在、既に５

地区合計で約１６億２，７００万円の設備投資を行っている。今後、平成３７年度までに全社で

約５４億円の設備投資費用が必要であり、合わせて約７０億円全てを自己資金と長期借入金で賄

うこととしている。 

さらに、光が丘清掃工場の建替工事により、従来使用していた同工場の清掃排熱の利用が平

成２８年度から平成３２年度にかけて停止予定であるため、原材料費の増加が見込まれる。 

このように、収入・支出両面において厳しい経営環境が想定される中で、着実に事業を運営し
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ていくためには、新規需要家の獲得、気候変動等に対応した効率的な運転管理、適切な維持管理

によるコスト削減等に、一層努めていく必要がある。 

   以上、経営状況について述べてきたが、会社は、出資の目的に沿って、適切に経営されている

と認められる。 

 

第５ 経営状況の概要 

１  経営状況について 

（１）事業実績 

会社は、光が丘団地地区・品川八潮団地地区・竹芝地区・八王子南大沢地区・東京国際フォ

ーラム地区の５地区にプラント（熱発生所）を建設し、表１のとおり、熱供給事業を実施して

いる。 

第３３期及び第３４期における熱供給販売実績は、表２のとおりとなっている。 

 

（表１）熱供給事業の状況（第３４期（平成２６年度）末現在） 

地区名 

地区面積 供給開始

年    月 
熱供給方式 

対象施設供給能力等 

熱 供 給 

設備価額 
供給施設区分 供給数 

加熱能力(GJ/ｈ)

冷却能力(GJ/ｈ)

光が丘団地 
184.7 ha 

昭和58.4 

光が丘清掃工場 

の発電排熱 

及び電力等使用 

住宅施設 12,000 戸 177.563 (GJ/ｈ)

41.367 (GJ/ｈ)142 億円 商業業務施設等 57 施設 

品川 

八潮団地 

41.2 ha 
昭和58.4 

品川清掃工場 

の排熱 

及びガス等使用 

住宅施設 5,300 戸 90.419 (GJ/ｈ)

7.618 (GJ/ｈ)46 億円 商業業務施設等 32 施設 

竹   芝 
13.5 ha 

平成3.10 電力・ガス併用 商業業務施設等 7 施設 
57.022 (GJ/ｈ)

54.076 (GJ/ｈ)48 億円 

八王子 

南大沢 

30.3 ha 
平成4.6 電力・ガス併用 商業業務施設等 4 施設 

42.850 (GJ/ｈ)

43.796 (GJ/ｈ)41 億円 

東京国際 

フォーラム 

12.1 ha 
平成8.7 電力・ガス併用 商業業務施設等 4 施設 

85.396 (GJ/ｈ)

75.393 (GJ/ｈ)48 億円 

（注１）１ＧＪ（ギガジュール）：熱量の単位で１０億Ｊ、１Ｊは約０．２４カロリー 

（注２）熱供給設備価額は、第３４期末における製造設備、供給設備及び業務設備の有形固定資産取

得価額の合計額である。 
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（表２）熱供給販売実績（地区別）                                       （単位：GJ、千円、％） 

増減熱量 増減率 増減金額 増減率

温熱 177,562 1,033,683 179,945 1,038,967  △ 2,382 　△  1.3 5,283 △     0.5 △   

冷熱 41,366 334,872 44,155 346,099  △ 2,788 　△  6.3 11,227 △    3.2 △   

合計 218,929 1,368,555 224,101 1,385,066  △ 5,171 　△  2.3 16,511 △    1.2 △   

温熱 80,375 450,069 83,640 456,810  △ 3,265 　△  3.9 6,740 △     1.5 △   

冷熱 2,458 33,677 3,271 36,193  △   813 　△ 24.9 2,515 △     7.0 △   

合計 82,834 483,747 86,912 493,004  △ 4,078 　△  4.7 9,256 △     1.9 △   

温熱 50,701 299,510 49,503 295,912 1,198 2.4 3,598 1.2

冷熱 54,476 594,389 63,288 629,751  △ 8,812 　△ 13.9 35,362 △    5.6 △   

合計 105,178 893,899 112,792 925,664  △ 7,614 　△  6.8 31,764 △    3.4 △   

温熱 13,693 103,559 13,659 103,456 34 0.2 103 0.1

冷熱 20,148 267,511 24,400 284,262  △ 4,251 　△ 17.4 16,750 △    5.9 △   

合計 33,842 371,071 38,059 387,718  △ 4,217 　△ 11.1 16,647 △    4.3 △   

温熱 68,443 332,855 74,918 349,795  △ 6,474 　△  8.6 16,940 △    4.8 △   

冷熱 52,731 425,022 55,597 435,055  △ 2,866 　△  5.2 10,032 △    2.3 △   

合計 121,174 757,878 130,516 784,850  △ 9,341 　△  7.2 26,972 △    3.4 △   

温熱 390,777 2,219,678 401,667 2,244,942  △10,890 　△  2.7 25,263 △    1.1 △   

冷熱 171,182 1,655,473 190,714 1,731,362  △19,532 　△ 10.2 75,889 △    4.4 △   

合計 561,959 3,875,152 592,381 3,976,305  △30,422 　△  5.1 101,152 △   2.5 △   

熱種別

第３４期
（平成２６年度）

竹芝

八王子
南大沢

東京国際
フォーラム

合  計

地区名

光が丘
団地

品川八潮
団地

増（△）減
第３３期

(平成２５年度)

販売熱量 販売金額
販売熱量 販売金額 販売熱量 販売金額
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（２）経営成績 

ア 損益計算書項目の比較増減分析 

第３３期及び第３４期の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおりである。 

第３４期における経営成績は、営業利益１億２，３６０万余円、経常利益２，８２８万余円

であり、法人税等を控除した当期純利益は、１，８０３万余円である。 

営業収益は、３８億９，３３８万余円であり、第３３期（３９億８，５６４万余円）と比較

して９，２２６万余円（２．３％）減少している。これは、気温等の影響により、温熱料

が２，５２６万余円、冷熱料が７，５８８万余円とそれぞれ減少したことによるものである。  

営業費用は、３７億６，９７７万余円であり、第３３期（３８億２８８万余円）と比較し

て３，３１０万余円（０．９％）減少している。これは主に、光が丘再構築事業の進展に伴う

温水直送化により、熱供給に要する電力量が減少したため供給販売費が減少したことによるも

のである。 

この結果、営業利益は１億２，３６０万余円となり、第３３期（１億８，２７６万余円）と

比較して５，９１５万余円（３２．４％）の減少となっている。 

営業外収益は、２８１万余円であり、第３３期（４１６万余円）と比較して１３５万余円

（３２．４％）減少している。営業外費用は、９，８１４万余円であり、第３３期

（９，５１１万余円）と比較して３０２万余円（３．２％）増加している。これは、有利子の

長期借入金残高の増加により支払利息が増加したことによるものである。 

この結果、経常利益は２，８２８万余円となり、法人税等を控除した当期純利益

は１，８０３万余円となっている。 

 

イ 経営比率等による経営成績の分析 

会社の収益性・効率性を示す経営比率は、表３のとおりである。 

 

（表３）経営比率 

年  度 

項  目 

第30期 

平成22年度 

第31期 

平成23年度

第32期 

平成24年度

第33期 

平成25年度

第34期 

平成26年度 
算  式 

総資本事業利益率 

（％） 
６．６ ２．６ ４．０ ２．３ １．４ 

 事業利益

 総 資 本

営業収益営業利益率 

（％） 
１０．７ ５．１ ７．３ ４．６ ３．２ 

 営業利益

 営業収益

総資本回転率 

（回） 
０．６２ ０．５１ ０．５５ ０．５０ ０．４４ 

 営業収益

 総資本 

総費用対総収益比率 

（％） 
９２．４ ９７．９ ９５．１ ９７．７ ９９．３ 

 総 費 用

 総 収 益

インタレスト･カバレッジ･レシオ 

（倍） 
３．５９ １．８３ ３．２６ ２．１２ １．３９ 

 事業利益

 支払利息
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（３）財政状態 

ア 貸借対照表項目の比較増減分析 

第３４期末における財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおり、資産合計８８

億５，７０６万余円、負債合計６９億９，６５１万余円及び純資産合計１８億６，０５４万

余円となっている。 

資産合計は、第３３期（８０億１，９９２万余円）と比較して、８億３，７１３万余円

（１０．４％）増加している。 

固定資産は、８０億４，６５７万余円であり、第３３期（７０億５，３２５万余円）と比

較して９億９，３３２万余円（１４．１％）増加している。これは主に、光が丘再構築工事

等、５地区で設備投資を行ったことによるものである。 

流動資産は、８億１，０４８万余円であり、第３３期（９億６，６６７万余円）と比較し

て１億５，６１８万余円（１６．２％）減少している。これは主に、現金及び預金が１

億６，６０９万余円減少したことによるものである。 

負債合計は、第３３期（６１億７，７４１万余円）と比較して、８億１，９１０万余円

（１３．３％）増加している。 

固定負債は、４８億７，８１４万余円であり、第３３期（４４億４，１７５万余円）と比

較して４億３，６３８万余円（９．８％）増加している。これは、光が丘再構築事業の遂行

に伴い、新たに金融機関から借入れを行ったことによるものである。 

流動負債は、２１億１，８３７万余円であり、第３３期（１７億３，５６６万余円）と比

較して３億８，２７１万余円（２２．1％）増加している。これは主に、未払金が３

億９，９４９万余円増加したことによるものである。 

純資産合計は、第３３期（１８億４，２５１万余円）と比較して１，８０３万余円

（１．０％）増加している。その内訳は、別表３のとおりである。 

 

イ 財務比率等による財政状態の分析 

会社の安全性を示す財務比率は、表４のとおりである。 

 

（表４）財務比率                                                              （単位：％） 

年  度 

項  目 

第30期 

平成22年度 

第31期 

平成23年度

第32期 

平成24年度

第33期 

平成25年度

第34期 

平成26年度 
算  式 

流動比率 ８３．４ １４２．７ ７６．６ ５５．７ ３８．３ 
 流動資産

 流動負債

自己資本比率 ２３．７ ２１．５ ２４．７ ２３．０ ２１．０ 
 自己資本

 総資本 

固定長期適合比率 １０３．９ ８８．９ １０５．８ １１２．２ １１９．４ 
 固定資産

 長期資本
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（４）経営環境に関する評価 

ア 経営環境に関する評価 

事業の経営環境について、営業活動、財務活動等の観点から確認を行った結果、事業の経営

環境及び事業運営等において、次のとおり、留意すべき点が見受けられた。 

 

（ア） 事業の経営環境 

事業対象地区（光が丘団地地区ほか４地区）において、団地の住民の減少に加え、気温の

影響や使用者の省エネ・経費節減意識の高まりにより、販売熱量は減少している。        

一方で、原油価格は平成２６年７月以降低下傾向にあるものの、平成２８年３月からの光

が丘清掃工場建替えによる清掃排熱の受入停止のため、燃料費等の増加が見込まれる。 

さらに、低コスト、省エネ化が進む個別冷暖房の普及等により、地域冷暖房事業の経営環

境は日々厳しくなってきている。 

会社においては、需要家の増加が期待できる再開発事業等の情報収集や営業活動を強化す

るとともに、ＣＯ２削減効果といった地域冷暖房の導入メリットを強調するなど、引き続き新

規需要家の獲得に努めていくことが重要である。 

 

（イ）事業運営 

事業開始から３０年以上が経過し、設備の老朽化が進んでいる中で、光が丘団地地区では、 

熱源である光が丘清掃工場の建替えに合わせ、平成２３年度から熱効率性のより高い設備へ

の再構築を進めている。光が丘再構築事業については、平成２７年３月現在、センタープラ

ント工事及び導管敷設工事を完了しており、全社で見ると既に約１６億２，７００万円の設

備投資を行っている。さらに、今後平成３７年までの１１年間に、全社で約５４億円の設備

投資資金が必要となり、これらのほぼ全額を自己資金と長期借入金で賄っていくこととして

いる。 

今後、収支両面で厳しい経営環境が想定される中で着実に事業を進めるためには、気候変

動や需要家の需要動向などに的確に対応した効率的な運転管理に一層努めるとともに、適切

な維持管理によるコスト削減、競争入札による設備投資額の圧縮、新規の需要家獲得による

収入の増加等、あらゆる面で創意工夫をもって事業を運営していく必要がある。 

 

（ウ） 経営計画 

会社は、平成２７年５月に、「長期収支計画」（平成２８年度～平成３７年度）を策定し

ている。 

策定に際しては、収益面では光が丘団地及び八潮団地における人口減少や、暖房の不使用

者（給湯のみ使用者）の増加による販売熱量の減少等を見込んでいる。費用面では、設備更

新による燃料費及び修繕費の減少や、平成２８年度から平成３２年度の光が丘清掃工場の排
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熱受入停止によるガス代の増加等を見込んで収支を推計している。 

再構築事業により熱効率性が向上するなどの好転材料があるものの、個別冷暖房の普及や

省エネ意識の高まりにより、今後の収益の見通しは不透明である。会社は、販売熱量の推移

や、ガス・電気料金の動向等を考慮し、随時長期収支計画の見直しを行う必要がある。 

 

（別表１）比較損益計算書                                        （単位：円、％） 

      第３４期 第３３期 増（△）減 

科     目 
（平成26.4.1～ 

平成27.3.31） 

（平成25.4.1～ 

平成26.3.31） 
金 額 率 

    （Ａ） （Ｂ） (C=A-B) (C/B)×100

営 

業 

損 

益 

営業収益 3,893,380,031 3,985,649,021 △ 92,268,990 △     2.3

温熱料 2,219,678,994 2,244,942,510  △ 25,263,516 △     1.1

冷熱料 1,655,473,196 1,731,362,668  △ 75,889,472 △     4.4

営業雑収益 18,227,841 9,343,843 8,883,998 95.1

営業費用 3,769,770,710 3,802,880,446  △ 33,109,736 △     0.9

製造費 2,468,508,368 2,453,775,664 14,732,704 0.6

供給販売費 1,080,361,117 1,122,023,072  △ 41,661,955 △     3.7

一般管理費 220,901,225 227,081,710  △  6,180,485 △     2.7

営業利益 123,609,321 182,768,575  △ 59,159,254 △    32.4

営 

業 

外 

損 

益 

営業外収益 2,818,804 4,169,213  △  1,350,409 △    32.4

受取利息 1,181,481 1,194,526  △     13,045 △     1.1

雑収入 1,637,323 2,974,687  △  1,337,364 △    45.0

営業外費用 98,143,087 95,117,424 3,025,663 3.2

支払利息 90,002,974 86,979,367 3,023,607 3.5

雑支出 8,140,113 8,138,057 2,056 0.0

経常利益 28,285,038 91,820,364  △ 63,535,326 △    69.2

税引前当期純利益 28,285,038 91,820,364  △ 63,535,326 △    69.2

法人税等 10,749,800 31,379,700  △ 20,629,900 △    65.7

法人税等調整額 498,661 △     4,424,826 4,923,487 △   111.3

当期純利益 18,033,899 56,015,838  △ 37,981,939 △    67.8
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（別表２）比較貸借対照表                                       （単位：円、％） 

第34期 第33期

（平成26年度） 構成比 （平成25年度） 構成比 金額 率

（Ａ） （Ｂ） (C=A-B) (C/B)×100

固定資産 8,046,579,359 90.8 7,053,253,097 87.9 993,326,262 14.1

熱供給事業固定資産 6,570,243,354 74.2 5,481,075,171 68.3 1,089,168,183 19.9

有形固定資産 6,542,137,059 73.9 5,437,058,031 67.8 1,105,079,028 20.3

製造設備 2,192,893,874 24.8 2,113,265,820 26.4 79,628,054 3.8

供給設備 4,214,953,293 47.6 3,180,155,545 39.7 1,034,797,748 32.5

業務設備 134,289,892 1.5 143,636,666 1.8 9,346,774 △     6.5　△   

無形固定資産 28,106,295 0.3 44,017,140 0.5 15,910,845 △    36.1　△  

電信電話専用
施設利用権

621,854 0.0 668,554 0.0 46,700 △        7.0　△   

ソフトウェア 16,879,654 0.2 32,743,799 0.4 15,864,145 △    48.4　△  

電話加入権 10,604,787 0.1 10,604,787 0.1 0 　　　0

建設仮勘定 377,965,662 4.3 466,055,216 5.8 88,089,554 △    18.9　△  

投資等 1,098,370,343 12.4 1,106,122,710 13.8 7,752,367 △     0.7　△   

長期投資 1,088,424,793 12.3 1,088,452,793 13.6 28,000 △        △　0.0

長期前払費用 0 　　0 7,517,479 0.1 7,517,479 △     　△100

繰延税金資産 9,945,550 0.1 10,152,438 0.1 206,888 △       2.0　△   

流動資産 810,487,813 9.2 966,676,228 12.1 156,188,415 △   16.2　△  

現金及び預金 302,705,535 3.4 468,804,712 5.8 166,099,177 △   35.4　△  

売掛金 349,466,022 3.9 351,320,037 4.4 1,854,015 △     0.5　△   

諸未収入金 88,032,867 1.0 82,759,043 1.0 5,273,824 6.4

貯蔵品 18,887,088 0.2 16,454,547 0.2 2,432,541 14.8

前払費用 45,109,809 0.5 42,325,200 0.5 2,784,609 6.6

繰延税金資産 7,559,165 0.1 6,853,616 0.1 705,549 10.3

その他流動資産 176,523 0.0 98,706 0.0 77,817 78.8

貸倒引当金 1,449,196 △      △ 0.0 1,939,633 △       △ 0.0 490,437 25.3　△  

資産合計 8,857,067,172   100 8,019,929,325   100 837,137,847 10.4

固定負債 4,878,141,093 55.1 4,441,754,079 55.4 436,387,014 9.8

長期借入金 4,847,388,000 54.7 4,413,268,000 55.0 434,120,000 9.8

退職給付引当金 30,753,093 0.3 28,486,079 0.4 2,267,014 8.0

流動負債 2,118,376,939 23.9 1,735,660,005 21.6 382,716,934 22.1

845,380,000 9.5 811,180,000 10.1 34,200,000 4.2

買掛金 155,861,253 1.8 165,961,062 2.1 10,099,809 △    6.1　△   

未払金 935,846,739 10.6 536,349,592 6.7 399,497,147 74.5

未払費用 158,901,382 1.8 200,472,826 2.5 41,571,444 △    20.7　△  

未払法人税等 2,943,400 0.0 4,088,700 0.1 1,145,300 △     28.0　△  

預り金 2,164,826 0.0 1,859,917 0.0 304,909 16.4

賞与引当金 15,581,439 0.2 14,050,008 0.2 1,531,431 10.9

その他流動負債 1,697,900 0.0 1,697,900 0.0 0 　　　0

負債合計 6,996,518,032 79.0 6,177,414,084 77.0 819,103,948 13.3

資本金 750,000,000 8.5 750,000,000 9.4 0 　　　0

剰余金 1,110,549,140 12.5 1,092,515,241 13.6 18,033,899 1.7

利益準備金 15,000,000 0.2 15,000,000 0.2 0 　　　0

その他利益剰余金 1,095,549,140 12.4 1,077,515,241 13.4 18,033,899 1.7

純資産合計（純資産） 1,860,549,140 21.0 1,842,515,241 23.0 18,033,899 1.0

負債及び純資産合計 8,857,067,172   100 8,019,929,325   100 837,137,847 10.4

科　　　　　　目

増（△）減

１年以内に
期日到来の固定負債

 

（注）有形固定資産の減価償却累計額は、第34期15,602,247,344円、第33期15,344,427,599円である。 
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（別表３）株主資本等変動計算書                                                    （単位：円） 

区 分 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

第33期末残高 

（H26.3.31） 
750,000,000 ― 15,000,000 1,077,515,241 1,092,515,241 1,842,515,241 1,842,515,241

 当期純利益 ― ― ― 18,033,899 18,033,899 18,033,899 18,033,899

 計 ― ― ― 18,033,899 18,033,899 18,033,899 18,033,899

第34期末残高 

（H27.3.31） 
750,000,000 ― 15,000,000 1,095,549,140 1,110,549,140 1,860,549,140 1,860,549,140
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